
平成２８年９月２３日 

内閣府（防災担当） 

「平成二十八年八月十六日から九月一日までの間の暴風雨及び豪雨による災害につ

いての激甚災害並びにこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」について

平成２８年８月１６日から９月１日にかけて一連の気象現象としての台風第７号、台風第 11号、

台風第９号及び台風第 10号により全国各地に甚大な被害がもたらされました。 

このため、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づき、当該災害を激

甚災害として指定し、併せて当該災害に適用すべき措置を指定する政令が９月１６日（金）に閣議

決定され、本日（９月２３日（金））公布・施行されました。 

 Ⅰ 激甚災害（本激）の指定と適用措置 

全国を対象として、次の措置が適用されます。 

（１）公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（法第３条、第４条） 

公共土木施設の災害復旧事業等について、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等

の根拠法令等に基づく通常の国庫補助率を嵩上げします。 

（過去５カ年の実績の平均では公共土木施設等は70％→84％に嵩上げ） 

（２）農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置（法第５条） 

農地、農道や水路などの農業用施設及び林道の災害復旧事業等について、農林水産業施

設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律等に基づく通常の国庫補助率を嵩上

げします。 

（過去５カ年の実績の平均では農地は82％→95％に嵩上げ） 

（３）農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例（法第６条） 

農業協同組合、水産業協同組合等が所有する加工施設、共同作業所等の共同利用施設の

災害復旧事業について、通常の国庫補助率を嵩上げします。（一般災害 20％ → 最高 90％） 

その他、公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助、私立学校施設災害復旧事業に対
する補助、市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例、小災害債に係る元利償
還金の基準財政需要額への算入等、合計７の措置を適用します。 

 Ⅱ 激甚災害（局激）の指定と適用措置 

北海道空知郡
そ ら ち ぐ ん

南富良野町
みなみふらのちょう

並びに岩手県宮古市
み や こ し

、久慈市
く じ し

及び下閉伊郡
し も へ い ぐ ん

岩泉町
いわいずみちょう

の４市町を対

象として、次の措置が適用されます。 

○中小企業信用保険法による災害関係保証の特例（法第１２条）

事業の再建を図る中小企業者等に対し、中小企業信用保険の保険限度額の別枠化、てん

補率の引上げ及び保険料率の引下げの特例措置を行います。 

 Ⅲ スケジュール 

・９月１６日（金） 閣議決定 

・９月２３日（金） 公布・施行 

本件問合せ先 
内閣府政策統括官（防災担当）付 
参事官（事業推進担当）付  後藤、玉田、阿部
03-5253-2111（代表、内線 51382・51383） 03-3593-2847（直通） 



（別紙） 

平成２８年８月１６日から９月１日までの間の暴風雨及び豪雨による災害 
災害復旧事業費の査定見込額と激甚災害指定基準について 

 
 
１ 公共土木施設等 ※９月１４日時点 

＜本激＞  

○全国の災害復旧事業費の査定見込額 ２，３３２億円  

 

（参考：激甚災害指定基準） 

本激Ａ基準 全国の災害復旧事業費の査定見込額１，７８５億円以上 

 
２ 農 地 等 ※９月１４日時点 

＜本激＞  

○全国の災害復旧事業費の査定見込額 １２６億円  

               うち 北海道内の査定見込額 ７１億円 

                                  
（参考：激甚災害指定基準） 

本激Ｂ基準 全国の災害復旧事業費の査定見込額４４.０億円以上  かつ 

① ある都道府県内の査定見込額が当該都道府県の農業所得推定額の ４％

を超える  又は  

② ある都道府県内の査定見込額が１０億円を超える 

 

３ 中小企業 ※９月１４日時点 
 
＜局激＞  

 

  
 
（参考：局地激甚災害指定基準） 

次に該当する災害（但し、基準に該当する市町村の被害額の合計額が５千万円を超えることが要件） 

市町村内の中小企業関係被害額         当該市町村の 

（被害額が 1,000 万円未満のものを除く） ＞ 中小企業所得推定額 × 10％  

 

市町村名 中小企業関係被害額 局激基準額 

北海道空知郡南富良野町 １２．９億円 ２．７億円 

岩手県宮古市 １２７．２億円 ９６．９億円 

岩手県久慈市 ６３．３億円 ６０．１億円 

岩手県下閉伊郡岩泉町 ２８．１億円 １６．０億円 



 

 

平成２８年１０月１３日 

内閣府（防災担当 ） 

 
 
「平成二十八年八月十六日から九月一日までの間の暴風雨及び豪雨による災害につ

いての激甚災害並びにこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令の一部を改

正する政令」について 
  
平成２８年９月２３日に公布・施行された、「平成二十八年八月十六日から九月一日まで

の間の暴風雨及び豪雨による災害についての激甚災害並びにこれに対し適用すべき措置の

指定に関する政令」について、その一部を改正する政令が１０月７日（金）に閣議決定さ

れ、本日（１０月１３日（木））公布・施行されました。 

この改正は、上記激甚災害に適用すべき措置として、全国を対象として、水産動植物の

養殖施設の災害復旧事業に対する補助の措置を追加するものです。 

 

 Ⅰ 激甚災害（本激）の追加指定と適用措置  

 

 全国を対象として、次の措置が適用されます。 

 

○水産動植物の養殖施設の災害復旧事業に対する補助（激甚法第７条第３号） 

水産動植物の養殖施設（ほたてがい、かき類、ほや類、こんぶ類及びわかめ類）が被害を受

けた場合の災害復旧事業に対して補助率９／１０で補助を行います。 

 

※全国の海面養殖施設の被害見込額 １０．７億円 （平成 28年 10月 5日現在） 

    うち 北海道内の被害見込額 ８．５億円 （同上） 

                               

（参考：指定基準） 

全国の海面養殖施設の被害見込額が１０．４５億円（※１）を超え  かつ 

①ある都道府県の被害見込額が当該都道府県の海面養殖業の所得推定額の４０％を超える 

又は 

②ある都道府県の被害見込額が５．２２億円（※２）を超える 
 

  （※１）全国の海面養殖業の所得推定額の２％ 

  （※２）全国の海面養殖業の所得推定額の１％ 

 

 Ⅱ スケジュール  

・１０月 ７日（金） 閣議決定   

・１０月１３日（木） 公布・施行  

 

 

 

 本件問合せ先 
内閣府政策統括官（防災担当）付 
参事官（事業推進担当）付  後藤、玉田、阿部 
03-5253-2111（代表、内線 51382・51383） 03-3593-2847（直通） 
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平成 29 年３月 17 日 

内閣府（防災担当 ） 

 

 

「東日本大震災についての激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に

関する政令等の一部を改正する政令」について 
 

東日本大震災、平成 28 年熊本地震による災害及び平成 28 年台風第 10 号等による災

害は、激甚災害に指定されていますが、激甚災害の特例措置のうち中小企業信用保険法

の措置と雇用保険法の措置について、それらの適用期間を延長する政令が３月 14 日

（火）に閣議決定され、本日公布・施行されました。 

 

Ⅰ 政令の概要  
 

 激甚法による特例措置の適用期限について、次のとおり改正する。 

（１） 東日本大震災 

・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

平成 29年３月 31日 → 平成 30年３月 31日 

 

（２） 平成 28年熊本地震による災害 

・雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 

平成 29年４月 13日 → 平成 29年 10月 13日 

 

（３） 台風第 10 号等（平成 28 年８月 16 日から９月１日までの間の暴風雨及び豪雨）による災害  

・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

平成 29年３月 22日 → 平成 30年３月 22日 
 

Ⅱ 特例措置の概要  
 
（１）中小企業信用保険法による災害関係保証の特例の概要（激甚法第 12条） 

被災中小企業者等に対し、中小企業信用保険の保険限度額の別枠化、てん補率

の引上げ及び保険料率の引下げを行います。 

（２）雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例の概要（激甚法第 25条） 

激甚災害により休業を余儀なくされた事業所に雇用されている労働者に対して、

失業しているものとみなして雇用保険の基本手当を支給します。 
 
 

Ⅲ スケジュール  

３月 14日（火） 閣議決定 

３月 17日（金） 公布・施行 

 
本件問合せ先 

内閣府政策統括官（防災担当）付 
参事官（事業推進担当）付  後藤、玉田、阿部 

03-5253-2111（代表、内線 51382・51383） 03-3593-2847（直通） 
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及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
）

第
一
条

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
災
害
を
激
甚
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政
援
助
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法

じ
ん

」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
一
項
の
激
甚
災
害
と
し
て
指
定
し
、
当
該
激
甚
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
を
同
表
の
下
欄
に

掲
げ
る
と
お
り
指
定
す
る
。

激

甚

災

害

適

用

す

べ

き

措

置

平
成
二
十
八
年
八
月
十
六
日
か
ら
九
月
一
日
ま
で
の
間
の

法
第
三
条
か
ら
第
六
条
ま
で
、
第
七
条
（
第
三
号
に
係
る

暴
風
雨
及
び
豪
雨
に
よ
る
災
害

部
分
に
限
る
。
）
、
第
十
六
条
、
第
十
七
条
、
第
十
九
条

及
び
第
二
十
四
条
に
規
定
す
る
措
置
並
び
に
北
海
道
空
知



郡
南
富
良
野
町
並
び
に
岩
手
県
宮
古
市
、
久
慈
市
及
び
下

閉
伊
郡
岩
泉
町
の
区
域
に
係
る
激
甚
災
害
に
あ
っ
て
は
、

法
第
十
二
条
に
規
定
す
る
措
置

備
考

上
欄
の
暴
風
雨
と
は
、
平
成
二
十
八
年
台
風
第
七
号
、
同
年
台
風
第
九
号
、
同
年
台
風
第
十
号
及
び
同
年
台
風

第
十
一
号
に
よ
る
も
の
を
い
う
。

（
法
第
七
条
第
三
号
の
政
令
で
定
め
る
養
殖
施
設
及
び
そ
の
災
害
復
旧
事
業
の
補
助
率
）

第
二
条

前
条
の
激
甚
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
七
条
第
三
号
の
政
令
で
定
め
る
養
殖
施
設
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
っ
て
当

該
激
甚
災
害
の
発
生
の
際
に
養
殖
の
用
に
供
さ
れ
て
い
た
も
の
と
し
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
災
害
復
旧
事
業
に
係
る
同
条
の
政
令

で
定
め
る
率
は
、
い
ず
れ
も
十
分
の
九
と
す
る
。

一

ほ
た
て
が
い
養
殖
施
設

二

か
き
類
養
殖
施
設

三

ほ
や
類
養
殖
施
設

四

こ
ん
ぶ
類
養
殖
施
設



五

わ
か
め
類
養
殖
施
設

（
災
害
関
係
保
証
に
係
る
期
限
の
特
例
）

第
三
条

第
一
条
の
激
甚
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
十
二
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
激
甚
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特

じ
ん

別
の
財
政
援
助
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
四
百
三
号
）
第
二
十
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
平

成
三
十
年
三
月
二
十
二
日
と
す
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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